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地方への移住や地方との交流に

興味を持っている都市住民、団体

＜移住・交流情報ガーデン＞
ワンストップ支援窓口

相談

※国の各府省とも連携
・厚生労働省（仕事情報）
・農林水産省（就農支援情報） 等

「移住・交流情報ガーデン」の開設

※自治体等が実施する短期のＰＲイベントの場としても活用可

○ 居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワンストップで対応する窓口「移住・交流
情報ガーデン」を開設。

○ 地方自治体や関係省庁とも連携し、「全国移住ナビ」を活用して総合的な情報提供を実施。

（ガーデン館内） （3/28開催 移住フェアの模様）

[所在地] 東京都中央区京橋1-1-6 越前屋ビル
［アクセス］ＪＲ／東京駅（八重洲中央口）より徒歩４分

地下鉄／東京メトロ銀座線京橋駅より徒歩５分
東京メトロ銀座線・東西線 都営浅草線日本橋駅より徒歩５分

1

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・これら２つの会議を中心に、現在、具体的・実践的なアウトプットを打ち出すべく検討を進めているところですが、これまでの議論を踏まえて、ＩＣＴ成長戦略の概要・骨子を示したものが１１ページの図になります。・ＩＣＴ成長戦略は、①新たな付加価値産業の創出、②社会的課題の解決、③ＩＣＴ共通基盤の高度化・強靱化の３点をビジョン＝基本的視点として総合的に推進してまいります。・新たな付加価値産業の創出としては、例えば、①ビッグデータやＧ空間を活用した高付加価値サービスの実現、②4K・８Ｋ（スーパーハイビジョン）の実現前倒し、放送コンテンツの海外展開、③ＩＣＴによる農業の競争力強化、などに取り組んでまいります。・社会的課題の解決としては、①ＩＣＴを活用した新たな街づくり・地域活性化、②センサー等を活用した社会インフラの効率的な維持管理、③医療・介護・健康など超高齢社会への対応、などに取り組んでまいります。・さらに、これらの取組を支えるＩＣＴ共通基盤の高度化・強靱化の実現に向けて、Ｇ空間情報の活用などオープンデータの推進、情報セキュリティの強化、パーソナルデータの利活用環境の改善をはじめとする規制・制度改革、などについても、積極的に推進してまいります。・これらの取組を進めるにあたっては、関係省庁が連携し、特定の地域に政策資源を集中投下し、明確なロードマップに基づき、新たな成功モデルを提示・実証していくことが重要と考えています。・このようなＩＣＴ成長戦略を推進し、政府の成長戦略や新たなＩＴ戦略に貢献していくことで、我が国経済の再生・成長に貢献してまいります。



全国移住ナビ（ラウンドホームページのイメージ）
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○制度概要：都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団
体が「地域おこし協力隊員」として委嘱。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・
ＰＲ等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その
地域への定住・定着を図る取組。
○実施主体：地方公共団体
○活動期間：概ね１年以上３年以下
○総務省の支援：概ね次に掲げる経費について、特別交付税により財政支援
①地域おこし協力隊員の募集等に要する経費：１団体あたり200万円上限
②地域おこし協力隊員の活動に要する経費：隊員１人あたり400万円上限

(報償費等200万円、その他の経費(活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間の調整などに要する事務的な経費、定住に向けた研修等の経費など）200万円)
③地域おこし協力隊員等の起業に要する経費：最終年次又は任期終了翌年の起業する者１人あたり100万円上限

地域おこし協力隊導入の効果
～地域おこし協力隊・地域・地方公共団体の「三方よし」の取組～

地域おこし協力隊

地 域 地方公共団体

○自身の才能・能力を
活かした活動

○理想とする暮らしや
生き甲斐発見

○斬新な視点
（ヨソモノ・ワカモノ）
○協力隊員の熱意と行動力が
地域に大きな刺激を与える

○行政ではできなかった
柔軟な地域おこし策

○住民が増えることによる
地域の活性化

任期終了後、
約６割が

同じ地域に定住
※H25.6末調査時点

隊員の
約４割は

女性

隊員の
約８割が

20歳代と30歳代

地域おこし協力隊とは

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

隊員数 89名 257名 413名 617名 978名 1,511名
(1,629名)

団体数 31団体 90団体 147団体 207団体 318団体 444団体

隊員数、取組団体数の推移 ⇒ 隊員数を28年度までに3,000人に！

※各年度の特別交付税ベース
※26年度の隊員数のカッコ内は、名称を統一する「田舎で働き隊」の隊員数（118名）とあわせた隊員数である。

地域おこし協力隊について
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